
新富町地域少子化対策強化計画 
 

（地域少子化対策強化交付金にかかる事業計画） 

 
～誰もが、働きながら安心して子育て出来る環境づくりを目指して～ 

宮崎県 新富町 

 

平成２６年４月 



区　分
昭40

45
50
55
60
平2

7
12
17
18
19
20
21
22
23
24

18,438 

16,986 

18,123 

16,991 

15,262 

12,107 
11,693 

11,037 

9,738 
10,094 10,337 10,292 10,170 10,217 10,152 9,858 

2.30 

2.15 

2.11 

1.93 

1.90 

1.68 

1.70 

1.62 

1.48 

1.55 
1.59 1.60 1.61 

1.68 1.68 1.67 

2.14 

2.13 

1.91 

1.75 1.76 

1.54 

1.42 
1.36 

1.26 
1.32 1.34 

1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 

1.00

1.50

2.00

2.50

0

5,000

10,000

15,000

20,000

昭40 45 50 55 60 平2 7 12 17 18 19 20 21 22 23 24

合
計
特
殊
出
生
率

 

出
生
数

 

県出生数 宮崎県の合計特殊出生率 全国の合計特殊出生率 
（人） （人） 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

１ 本県の現状 

（１）本県の出生数と合計特殊出生率の推移 

 

   本県の出生数の推移をみると、平成17年に初めて１万人を割り込んでいる。 

   その後 １万人台に回復していたが、再び平成24年には１万人を割り込み9,858人となっている。 

   また、平成24年の合計特殊出生率は1.67（全国1.41）となっており、全国３位の高水準を維持しているものの、 

  人口維持に必要とされる水準（2.07）には達していない状況にある。 
 

① 本県の出生数と合計特殊出生率の推移 
 

   少子化が急速に進む中、国はもとより、本県においても、次代の社会を担う子どもを安心して生み、健やかに育て 

  られる環境づくりを社会全体で進めることは、喫緊の課題となっている。 

   本県においては、子ども・子育て支援対策を総合長期計画における重点戦略の一つに掲げ、平成２２年３月には 

  「次世代育成支援宮崎県行動計画」を策定し、「子どもと子育てをみんなで支え、安心と喜びが広がるみやざきづく 

  り」を基本理念として、少子化の流れに歯止めをかけ、次代を担う子どもたちを健やかに育むよう、総合的な施策の 

  推進を図っている。 
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（２）年齢構成別人口の推移 

 

   本県の年齢構成別に人口の推移をみると、１４歳以下人口の減少と６５歳以上人口の増加が同時に進む少子高齢化 

  の進行が顕著である。 

   この傾向は今後も続き、本県の人口は減少していくとの推計がなされている。 
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② 本県の年齢構成別人口の推移 
 

資料：国立社会保障・人口問題研究所 

  「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計） 

 

※ 平成２７年以降は推計値  
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（３）世帯数及び１世帯あたり人員の推移 

 

   本県の総世帯数は増加しているが、そのうち児童のいる世帯は減少している。 

    また、１世帯あたり人員は平成22年には2.4人と、これまでで最少となった。 

③ 世帯数及び１世帯あたり人員の推移 
 

資料：総務省「国勢調査」 
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（４）未婚率の推移 

 

   本県の男性の未婚率を年齢別に見てみると、30～39歳の年齢層の増加率が大きい。 

    また、女性の未婚率はすべての年齢層で増加傾向にあるが、とりわけ25～34歳の層は昭和60年に比べ20％以上高く 

    なっている。 

④－１ 未婚率の推移（男性） 
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資料：総務省「国勢調査」 

④－２ 未婚率の推移（女性） 
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資料：総務省「国勢調査」 
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（５）初婚年齢の推移 

 

   本県の平均初婚年齢については、Ｈ22年には男性29.5歳、女性28.4歳と男女とも全国平均を下回っているものの 

  上昇傾向を示しており、晩婚化が進行している。 

⑤ 初婚年齢の推移 
 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

   核家族や都市化の進行に伴う子育て家庭の孤立化、子どもを生み育てたい希望が簡単に叶わない状況があるなどの 

    理由により、子育ての不安や負担感が高まっていること、さらに、未婚化や晩婚化が進んでいることなどの要因のた 

    め、全国と同様に少子化の状況が続いている。 
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２ 新富町の取り組む事業 

 １ 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援を行うための仕組みの構築 

 
  将来に希望の持てる社会を目指し、県民総ぐるみで結婚から子育てまでの切れ目ない支援を行うため、結婚・子育て 

  団体の関係者のネットワークを構築する次の事業を市町村と連携して取り組む。 

 

  ① 少子化対策フォーラム事業（県事業） 

 ２ 結婚に向けた情報提供等 

 
  結婚を希望する者のために社会全体で応援する気運づくりや独身者の出会いのきっかけづくりを図るため、民間団体 

 による出会いの機会づくりの場の創出する環境づくりを行う次の事業を市町村と連携して取り組む。 

 

  ② 結婚支援ポータルサイト等情報発信事業（県事業） 

 ３ 妊娠・出産に関する情報提供 

 
   妊娠・出産に関する正しい知識を広く県民に情報提供するとともに、学生や企業の従業員へ啓発するため、次の事 

  業を市町村と連携して取り組む。 

 

  ③ 妊娠・出産啓発事業（県事業） 

 ４ 結婚・妊娠・出産・育児をしやすい地域づくりに向けた環境整備 

 
    本県の優れた子育て環境や人財を活かしながら、誰もが安心して子どもを生み、子育てが楽しいと実感できる環 

   境づくりに努め、子育て施策を総合的に推進するため、次の事業を県と連携して取り組む。 

 

  ④ 子ども・子育て情報まっぷ事業（啓発事業） 

  

 ○事業効果 

 
  町内各種団体（婦人会、若者連絡協議会、母子保健推進委員）と協力し事業を展開することで、ネットワークの 

  強化も図られ少子化対策の強化に繋がる。 

 

 ○県との連携 

 
  本町においては、新富町次世代育成支援対策行動計画地域協議会を平成17年に設置するとともに、「未来みやざき 

  子育て県民運動推進協議会」に加入し、少子化対策に取り組んでいる。今後も、社会全体で子育てを応援する気運の 

  醸成を進めるとともに、子育て支援に関する施策を県と連携して総合的に推進する。 
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１．結婚・妊娠・出産・育児の切れ目のない支援を行うための仕組みの構築 

１ 事業名 

  少子化対策フォーラム事業（県事業） 

２ 趣旨・目的 
  県民総ぐるみで結婚から子育てまでの切れ目ない支援を行うため、縁結び応援団、母子保健団体、Ｎ 

 ＰＯ団体、子育て支援センター、企業部会などの結婚、妊娠・出産及び子育ての関係団体のネットワー 

 ク化を図ることを目的に、関係者を集めた全体会や分科会を行う少子化対策フォーラムを開催すること 

 により、将来に希望の持てる社会づくりを行う。 

３ 先駆性 

  縁結び応援団、母子保健団体、ＮＰＯ団体、子育て支援センター、企業部会など結婚、妊娠・出産 

 及び子育ての関係団体が一堂に会して少子化対策フォーラムを全国に先駆けて開催する。 

  分科会において、宮崎県における少子化対策の課題や連携方法について意見交換会を行い、その協 

 議結果を全体集会で代表者が報告するとともに、各ライフステージで活躍する関係団体間のネットワ 

 ークを構築する。また、県民総ぐるみで結婚から子育てまでの切れ目のない支援を行う内容の宮崎宣 

 言をとりまとめて発表する。発表後は、毎年開催される未来みやざき子育て県民運動推進協議会にお 

 いて、各団体の少子化対策の取組状況や関係団体との連携方法について報告し、将来に希望の持てる 

 社会づくりに取り組んでいく。 

４ 事業内容 
  ① 全体会 

       少子化対策に詳しい著名人を招いて、「県民総ぐるみで結婚から子育てまでの切れ目のない支 

   援」をテーマに基調講演を開催し、宮崎県の少子化対策について考えてもらう。 

 

   ② 分科会 

    各分科会で専門家等による講演会を開催する。 

    各団体からの宮崎県における少子化対策の課題を抽出した上で、各団体の連携についての意見 

   交換会を行い、とりまとめる。 

  

      ・第１分科会  縁結び応援団(結婚支援団体) 

      ・第２分科会  母子保健団体（妊娠・出産） 

      ・第３分科会  ＮＰＯ団体 

      ・第４分科会  子育て支援センター 

      ・第５分科会  企業部会 

   

  ③ 全体集会 

    各分科会の代表者が報告するとともに、県民総ぐるみで結婚から子育てまでの切れ目ない支援を 

   行うことについて、意見交換を行い、宮崎宣言を発表することにより、関係団体のネットワークを 

   構築する。 

     発表後は、毎年開催される未来みやざき子育て県民運動推進協議会において、各団体の少子化対 

   策の取組状況や関係団体との連携方法について報告し、将来に希望の持てる社会づくりに取り組ん 

   でいく。 

６ 事業効果 

  結婚、妊娠・出産及び子育ての関係団体のネットワーク化を図ることを目的に、関係者を集めた少子化 

 対策フォーラムを開催することにより、将来に希望の持てる社会づくりの基盤づくりが可能となる。  

５ 実施時期 

  平成26年度の早い時期  
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２．結婚に向けた情報提供等 

１ 事業名 

  結婚支援ポータルサイト等情報発信事業（県事業） 

２ 趣旨・目的 
  独身者が受け身ではなく、主体的に結婚へ向けての意識を高めてもらうための環境づくりを推進する 

 ため、結婚を希望する者の感覚や感情を理解し、サポートの期待できる独身者を、結婚を希望する者の 

 サポーター「Bizcom」（以下「Bizcom」という。）として募り、Bizcom間の情報交換等を行うことによ 

 り、独身者の目線に立った結婚希望者への情報提供や相談体制の整備を行う。 

３ 先駆性 
   結婚支援団体の活動を支援する環境づくりを行うため、スマートフォン対応の結婚支援ポータルサイ 

 トの新設等を行う。 

４ 事業内容 
  Bizcomが行う次のような内容をホームページ及びＳＮＳ（facebook等）を活用して発信する。 

  ・Bizcomについての情報及びBizcom参加者の募集 

  ・結婚に関するセミナーやスキルアップセミナーの開催案内 

  ・結婚希望者をサポートするための情報交換や意見交換 

  ・結婚希望者の悩みや相談の対応   

６ 事業効果 
   独身者が自ら結婚支援のサポーターBizcomとして活動することにより、独身者が結婚について主体的 

 に考え、意識を高めることができる。 

  また、サポーターとしても、企業に勤務する独身者が参加するため、安心感があり、独身者の目線に 

 立った相談に応じることができる。 

   サポーターが勤務する企業側も、安心して参加させることができる。 

  また、サポーターの情報交換等を通じて交流を深め、サポーター同士の結婚につながる可能性も期待 

 できる。 

５ 実施時期 

  平成26年度の早い段階  

※Bizcomとは 

  Business Company（仲間）の略。 

 宮崎の若者が業種(business)を超えて、コミュニケーション(communication)を図り、仲間(company) 

をつくり、新たな共同体(community)のようなつながりを生み出すことを目的とするもの。  
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３．妊娠・出産に関する情報提供 

１ 事業名 

  妊娠・出産啓発事業（県事業） 

２ 趣旨・目的 

   本県の妊娠１２週以降の人工妊娠中絶（人工死産）は、全国ワースト１が続いており、年代別人工死 

 産率では、全ての年代で全国平均より高くなっている。 

  人工死産に至った原因としては、様々な理由が考えられるが、多くは妊娠・出産に関する知識不足か 

 ら、望まない妊娠に至っていると想像される。 

  また、現在、全国的に晩婚化が進んでおり、本県でも女性の初産年齢が全国同様高くなってきてい

る。 

 妊娠・出産が高齢になるほど、不妊、流産、死産のリスクは高くなる。 

  このことから、思春期や結婚前の若い世代を対象に、妊娠・出産に関する正しい知識を、様々な機会 

 を用いて、幅広く啓発し、どの妊娠・出産も望まれた、安心、安全な妊娠・出産となることを目的に事 

３ 先駆性 
    どの妊娠・出産も望まれた妊娠・出産となることをめざし、妊娠・出産に関する正しい情報や知識を 

 記載したパンフレットを専門家の意見だけではなく、中学生や高校生の意見も踏まえて作成することは 

 他県では実施されていない、先駆的な取組である。作成したパンフレットを用いて、学生や民間企業の 

 若年者等を対象に、助産師等の専門家による出前講座を、商工会議所等を通じて大規模に実施すること 

 は、全国に先駆けた取組であり、今後の少子化対策にも繋がるものである。この取組は、若年者にピン 

 ポイントで啓発することにより、大きな効果が期待できる。 

  また、本県は人工妊娠中絶率が全国平均より高く、特に妊娠１２週以降の人工妊娠中絶（人工死産） 

 は、全国ワースト１が続いていることから、今回の事業実施は、他の都道府県が実施する場合と比べて 

 意義があり、より大きな効果が期待できる。 

４ 事業内容 
  思春期や結婚前の若い世代へ、妊娠、出産について正しい知識を伝えるために専門家や若い世代の 

 意見を参考にしたパンフレットを作成し、学校や民間企業で実施する出前講座において活用する。 
  ・パンフレット作成 

   ・助産師による出前講座の実施 

  ・妊娠・出産に関する講演会の開催 

６ 事業効果 
   妊娠・出産に関する正しい知識を、様々な機会を用いて、幅広く啓発することにより、望まない妊娠 

 出産を防ぎ、望まれた妊娠・出産に繋げることが出来る。  

５ 実施時期 

  平成26年度の早い段階  
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４．結婚・妊娠・出産・育児をしやすい地域づくりに向けた環境整備 

１ 事業名 

  新富町子ども・子育て情報まっぷ事業 

２ 趣旨・目的 

  本町の実情に応じた結婚、妊娠、出産、子育ての一貫した「切れ目のない支援」を行い、誰

もが安心して働きながら子育てが出来る環境を整備し、また、地域社会における活動等、様々な

生き方が選択できるための環境づくりを推進するために、多くの情報提供と正しい知識の周知を

行う。 

３ 先駆性 
  本町においては、非婚・晩婚の傾向があり、35歳以上の高齢出産については平成25年度34名と全体の2

割を占めている現状である。また、高齢出産が増えていることに伴い、妊婦健診結果で妊娠糖尿病と診断

される妊婦が増加し、妊娠後期の健診では約半数の妊婦が貧血を診断されている。 

 全国的に、妊娠中の体重の増加を気にする妊婦が増えていることも考えると、妊娠中の基本的な知識、

正しい知識の普及啓発を図る必要がある。 

 また、住みやすく子育てしやすい環境づくりを促進するため、子育て世帯の経済的な負担軽減を目的と

した、中学生までの医療費の助成や多子世帯の保育料全額助成、不妊対策の一つとして不妊治療費の助成

を行い、平成22年度から25年度までに延べ38件を助成、約半数が妊娠するなど、妊娠から出産そして子育

てまでの各種支援に努めているものの、出生数は年々減少し、未就学児童は減少している状況である。 

 そこで保健センターでは、保健師による産後巡回家庭訪問指導を強化し、89％の訪問率を図る中、訪問

指導後も継続的に母子推進員による訪問指導を行うなど、育児不安や孤立化の解消、虐待の予防等に取り

組み、安心して子育てできる環境づくりを充実強化させていく。 

 今後も晩婚化により高齢出産は増えていくことが予想される。このため、妊娠から子育てまでに関する

正しい知識の理解・認識のできるガイドブックを作成し、若い世代も含め広く住民に情報提供を行ってい

く。特に、卵子の老化、妊孕性、男性不妊等の妊娠・出産についての正しい情報を盛り込むとともに、高

齢での出産がもたらすリスクをはじめ、妊娠前に行う夫やパートナーを含む抗体検査やワクチン接種の必

要性、妊婦生活に必要なバランスのとれた食事、鉄分、葉酸の摂取や倹約遺伝子の説明や、出産後は血糖

値の測定推奨、1歳６か月児健診、３歳児健診の必要性や発達障害に関する知識を柔らかくわかりやすい

表現にするなど行っていく。  

 また、子育て支援の各種サービス、さらに子ども・子育て支援新制度の内容を掲載し、今後子どもを望

む家庭から現在子育て中の家庭等に対し、妊娠から出産そして子育てに関しての支援内容を理解していた

だくことにより少子化対策につなげ環境整備を図る。 

４ 事業内容 

 妊娠から子育てまでに関する正しい知識の周知に努め、子育て支援の各種サービス内容や新た

な子ども・子育て新制度などを盛り込んだガイドブック（A6サイズ2,500部）を作成し、若い世

代も含め広く住民に情報提供を行うため、町の行事、事業開催時、町内各施設での配布を行う。 

６ 事業効果 
  町内の各団体（婦人会、若者連絡協議会、母子保健推進員）と協力しながら事業を展開することで、

ネットワークの強化が図られ、もって地域における少子化対策の強化に繋がる。 

５ 実施時期 

  平成２６年度 
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